
厚生委員会情報連絡

令和６年３月１４日

情報連絡事項 頁 

１ 「令和５年度 第２回看護＆介護就職フェア」の実施結果について・・・・・・・・２ 

２ 定期予防接種の変更点について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４ 

（衛 生 部）



厚生委員会情報連絡一覧表 

令和６年３月１４日

件 名 内 容 日時及び場所 ＰＲの方法 

１ 「令和５年

度 第２回看

護＆介護就職

フェア」の実

施結果につい

て 

所管課

【衛生管理課】

 足立区医師会主催・足立区共催によ

り、看護職・介護職の発掘と就業促進

を目的として医療機関・介護施設等の

紹介を行う「看護＆介護就職フェア」

を実施した。

１ 事業内容 

（１）２４施設の求人票や所在地図の

パネル掲示

（２）各施設のパンフレットや求人票

冊子の設置

（３）医療機関・介護施設ごとに各

ブースを設置し、来場者へ各施設

の紹介や面談を実施

２ 実施結果 

※（ ）は前回（令和５年９月開催）

実績 

（１）参加施設数  ２４所(２０所) 

(内訳)医療施設 １２所(１０所) 

介護施設  ４所 (４所) 

グループ(医療・介護両方) 

 ５所 (５所) 

求人票のみ ３所 (１所) 

（２）来場者数

実８１人 (実７０人) 

（３）面談者数

延１７８人(延１７０人) 

【日時】

令和６年

２月３日（土）

午前１０時３０分

～午後３時

【会場】

シアター１０１０

１１階ギャラリー

【その他】

入場無料

予約・履歴書不

要

服装自由

区広報１月

１日号

区ホームペ

ージ

ポスター掲

示、チラシ

配布

(北千住駅、

保健セン

ター、住区

センター、

区立保育

園、区立

小・中学

校、地域包

括支援セン

ター) 

2



厚生委員会情報連絡一覧表 
令和６年３月１４日

（４）ポスターチラシを見たところ

媒  体 人数

ハローワーク ４２人 

医療機関 ２人 

足立区医師会ホームページ １人 

あだち広報 １人 

東京都ナースプラザ １人 

地域包括支援センター １人 

電車 １人 

郵便局 １人 

知人 ４人 

その他（会場ポスター等） ５人 

計 ５９人 
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厚生委員会情報連絡一覧表 

令和６年３月１４日 

件  名 内  容 日時及び場所 ＰＲの方法 

２ 定期予防

接種の変更

点について 

 
所管課 
【保健予防課】

以下２種類の定期予防接種について、 
令和６年４月から取り扱いが変更となる。 

 

１ 五種混合ワクチンの定期接種化 

五種混合ワクチンが定期接種化される

ことから、今後このワクチンの周知及び

勧奨していく。 

（１）対象となる病原体 

病 原 体 四種混合 五種混合 

百 日 せ き 〇 〇 

ジフテリア 〇 〇 

破 傷 風 〇 〇 

ポ リ オ 〇 〇 

Ｈ ⅰ ｂ ― 〇 
追 加 

※ これまでに、四種混合ワクチンと 

Ｈｉｂワクチンの接種を始めている場

合は、そのままワクチンを継続し、接

種する。 

（２）五種混合予防接種予診票の送付 
令和６年３月２９日に発送予定 

 

 

２ 高齢者用肺炎球菌ワクチンの経過措置

終了 

 現行の高齢者用肺炎球菌ワクチンの定

期予防接種では、未接種に対し､平成２６

年度に５歳刻みの年齢を対象とする経過

措置を導入した。 

このたび、５年間の経過措置期間の終了

に伴う変更点は以下のとおり。 

 

 

 

 区広報紙、

ホームペ

ージ、予

防接種ナ

ビ等 

4



 厚生委員会情報連絡一覧表 
                             令和６年３月１４日 

 

 

（１）接種対象者 

対象年齢 変 更 前 変 更 後 

  

  

  

健 常 者 

  

  

  

  

６５歳   

  

  

６５歳 

  

  

  

  

７０歳 

７５歳 

８０歳 

８５歳 

９０歳 

９５歳 

１００歳 

身体障害者手

帳１級相当の

内部障がいが

ある方 

６０歳～ 

６４歳 

  

６０歳～ 

６４歳 

(変更なし) 

（２）接種費用 

無料（自己負担分４,０００円を助成） 

（３）予診票の交付 
６５歳の誕生日を迎える月の前月末

に発送（ただし、身体障害者手帳１級相

当の方は、令和６年４月発送予定） 

（４）今後の方針 
東京都が、令和６年度予算案に、６６

歳以上のワクチン未接種者等を対象と

した高齢者肺炎球菌ワクチン（任意）接

種費用の補助事業を計上したことから、

東京都による補助内容が示され次第、区

においても補正予算で対応する（東京都

は、１人あたり２,５００円を上限に補

助予定）。 
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